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マルチエージェントシミュレーションによる
開発をともなう政府調達の制度設計に関する一考察

池 田 明†1 海 尻 賢 二†2

完全競争市場の対極にある開発・生産をともなう政府調達は，個別契約によらざる
をえない．政府調達者と企業間の開発・生産に関する情報の非対称性は，政府調達者
にとって適正価格での契約を阻害し，また企業にとって「談合」等のモラルハザード
の誘因となる．情報の非対称性を解決するため，一定ルールの下で各企業の原価情報
を公開し，情報を共有することが有効な手段である．本論文では，政府調達者および
複数企業からなるマルチエージェントモデルを構成し，適切な大域的情報の与え方と
して，原価情報の提示方法およびタイミング等について提案する．このモデルは，協
調行動を誘発し，政府および企業にとってWin-Win 関係を築く可能性をシミュレー
ションにより検証し，多品種開発少量生産の制度設計に貢献できる可能性を示した．

A Study of Institutional Design on
Government Procurement Accompanying
Development in Multi-agent Simulation

Akira Ikeda†1 and Kenji Kaijiri†2

Government procurements involving development and production, which are
positioned opposite to fully competitive market, have to be based on individ-
ual contracts. The asymmetry of information on development and production
between government procurers and companies suffocates the contract with rea-
sonable price for government procurers, and is apt to lead to moral hazards
such as “Dango”, or collusive tendering, among companies. In order to solve
the problem of information asymmetry, it would be an effective means to share
the competitive cost information by opening the cost information of each com-
pany under some rules. In this article, based on a multi-agent model composed
of government procurer and multiple companies, we propose a framework of
information presentation such as how to present the cost and other related in-
formation, or the timing of disclosure. We studied the possibility of this model
to prompt coordinated action, and build the win-win relationships between the
government and companies using the multi-agent simulation, and showed the
possibility of the contribution to designing procurement system for development
systems of small-batch production.

1. は じ め に

政府調達は，政府と企業双方にとって公正かつ適正な価格で取引されることが基本であ

る1)．我が国の調達制度は，いまだ談合および水増し請求等不祥事が発生し，なんらかの調

達方式の改革が望まれている2)．

一般市場では，需要と供給によって価格が決定される．開発・生産を要する調達では，契

約に不確実性（リスク）と調達者は企業のコスト情報を知りえないか情報の精度が低いとい

う情報の非対称性�1をともなうため，適切な制度設計が必要である．実環境に合わない制度

設計または競争の強化はモラルハザード�2の誘因となり3)，罰則の強化だけでは解決されな

い．市場を形成し難い政府調達に関して，企業が利益を追求しつつかつ調達全体価格を低減

させるという両立し難いテーマについて一試案を提言する．

「契約理論」の分野では，モラルハザードに対する契約方式が研究され，欧米先進諸国で

はこの研究成果を採り入れたコスト補償契約およびインセンティブ契約�3を契約の基本とし

ている4)–6)．しかし，ゲーム理論における駆け引きを主体としたこのような方法には，コス

ト情報の精度に限界があり，さらに価格低減を実現するためには，競争原理を併用すること

が必要である．

Axelrod 7) は，社会現象の分析やメカニズムを解明する方法として，マルチエージェント

ベースのアプローチが有効であることを提案した．心理，経済，金融，環境および社会科学

等多方面で利用されている8)–12)．政府調達システムは，プレイヤである政府調達者および

企業群が，契約規則の下で限定合理的に意思決定するマルチエージェントシステムの典型と

考えられる．谷本ら13) は政府調達の談合問題について，入札参加者間で醸成される協調戦

略ととらえ，マルチエージェントシミュレーション（以下MASと呼ぶ）手法により，談合

を創発する動的メカニズムを明らかにした．
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�1 買い手より売り手の方が，製品に関する詳しい情報を保有し情報に格差がある．このような場合の契約は，情報
優位にある売り手が有利になる．

�2 自己の利益を追求する行動が，社会全体にとって望ましくない現象をひき起こすこと．彼等をそのような行動に
駆り立てる動機を分析して社会全体にとって望ましい行動へ誘導する制度設計が大切である．

�3 経済問題では，自己の利益を追求する行動が悪いといっても解決しないので，アメの期待とムチの恐れとを与え
て，社会全体にとって望ましい行動へ誘導する契約方法．
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2732 MAS による開発をともなう政府調達の制度設計に関する一考察

これは，企業間のコストを比較する方法が確立していないため，情報の非対称性により

「談合という社会にとって望ましくない協調戦略�1」を創発したものと解釈される．エージェ

ント間のジレンマを解消して，命題である調達全体価格を低減するためには，エージェント

に対してコストに関する大域的情報を提示して，共創的に相互作用を働かせて解決を図る方

法が有効である．

コスト情報の公開方法としては，医療制度における「診療報酬点数表」による方法および

公共土木工事等における「単価表」方式が一般に知られている．いずれの方式も公定価格で

あり，努力が評価される方式ではないため競争が醸成され難い．

池田ら2) は，リスクと情報の非対称性が企業行動に与える影響を数値解析により考察し，

モラルハザードの原因となることを示した．解決方法として，見積り方式の標準化と統計処

理を組み込んだ見積–実績評価結果の限定公開を示唆した．

本論文では，見積–実績評価の具体的方法として，原価見積り手続きを標準化するととも

に，企業間共通の「基準仮想装置」�2を仕様化して，その構成および作業を定義する．各企

業の見積–実績評価データに基づき「基準仮想装置」の原価を計算し，共通の競争的コスト

情報，「基準原価指標」を導入する．これは，ソフトウェア見積りにおける生産性測定方法

として一般に知られている14)．

また，企業の意思決定主体に大域的情報として「基準原価指標」の分布を公開すること

により，定量的競争力，コスト低減の費用負担の方法および企業間の競争を醸成する時間

軸上の情報開示方法に対する企業の振舞いが，社会的ジレンマを回避することができるか，

MASアプローチにより考察する．

2. 政府調達MASモデル

現実の政府調達では，製品群の種類によって製造方法もまったく異なり，1種類の基準仮

想装置ではカバーが難しいので，製品群別に（場合によってはさらに分類が必要）対応して

「基準仮想装置」を設定することが必要である．政府調達MASモデルを図 1 に示す．法令・

規則等により入札・契約，監査および査定を実施する政府調達エージェントと複数の企業

�1 公共事業等の入札では，ゲーム理論の観点から高価格の企業間「協調戦略」をとるか低価格の「裏切り戦略」を
とって抜け駆け受注するか「囚人のジレンマ」の構図と解釈される．繰返しゲームでは，協調戦略をとったとき
の報奨利得が高い場合，協調戦略をとるようになる．

�2 政府調達品の製品群ごとに対応する生産企業は，類似した製造工程を保有している．製品群別に平均的製造工程
で構成するモデルを設定して，仕様，製造図，製造工程および加工方法等を規定し，これを「基準仮想装置」と
呼び，企業間の原価比較の基準とする．本研究の特徴の 1 つである．

図 1 政府調達 MAS モデル
Fig. 1 MAS model of goverment procurement.

エージェントとの間で入札・契約が結ばれ価格が決定される．契約に基づき企業エージェン

トは開発・生産活動を実施し，原価低減活動を織り込んだ出力として製造原価が発生する．

企業エージェントは，政府調達エージェントから提示される「基準原価指標」の分布から

業界における地位，前回の製造原価および原価低減活動を加味して各企業にとって最適な原

価見積り値を意思決定し入札する．一方，経営者は生産活動から一定期間の利益を集計して

年間損益を算出し，年間利益最大化を適応度として組織を運営する．

企業間の原価比較を可能とするため，共通仕様の「基準仮想装置」を定義する．具体的に

は，装置の構成，組立図，部品，材料および作業標準等を定義する．

企業エージェントは，見積り値および製造実績値の年間合計値を作業別工程別に分解し

て，標準原価計算と類似の方法で作業ごとに生産性を測定し，政府調達エージェントの確認

を受ける．この情報に基づいて各企業は，先に定義した「基準仮想装置」に対する原価を計

算し「基準原価指標」として政府調達エージェントに申告する．政府調達エージェントは，

企業名を伏せて「基準原価指標」の分布を公開し，各企業は競合会社の位置関係から定量的

努力目標を得ることができる．

上記「基準仮想装置」による提案手法が成立する政府調達品の条件を示す．

( 1 ) 多機種開発少量生産の調達品で，製品群別に競争会社が存在し，かつ類似の生産基盤

を所有することにより「基準仮想装置」が定義できる．
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図 2 MAS モデルのフローチャート
Fig. 2 Flow chart of MAS model.

( 2 ) 開発後同製品が継続的に数台以上生産され，類似の製品が一定量生産されて習熟効果

が期待でき，原価低減モデルが適用できる．

( 3 ) 2号機以降の入札・契約では，妥当な生産価格が政府調達者の判断基準により決定さ

れる．

( 4 ) 初号機の開発生産および製品を構成する大部分が汎用量販品であるシステムは除外

する．

この条件を満たす具体的取引は，防衛関連装置，航空管制装置および宇宙関連装置等があ

げられる．提案方法が適用できない分野は，汎用量販品で構成された，たとえば通信インフ

ラシステムおよび情報処理システム等があげられる．

これらの調達品の主要条件 ( 1 )，( 2 )，( 3 )および図 1 に基づいてモデル化して，MAS

モデルの処理フローを図 2 に示す．

2.1 原価低減モデル

各企業の「基準仮想装置」の原価は，現時点における各企業の原価低減活動の成果と考え

て，次の式 (1)に従うものとする．競合企業は，同一レベルの生産技術によるものとして，

同一の原価低減計算式を適用する．xを原価低減努力水準とすると，原価低減に要する費用

は，cを定数として cx2 で表すことができる4)．原価を 100円とおくと，達成原価 yは次式

で書ける．

y = c × x2 − x + 100 (1)

上記二次式は，x = 1/2cのとき，y は最小値となり，企業は達成原価が最小になるよう

に原価低減努力をするものと考えられる．ここで，20%程度の原価低減を仮定すると，達成

原価の最小値は 80円となり式 (1)に代入して cを求め，達成原価 y は次式で計算できる．

y = 0.0125x2 − x + 100 (2)

2.2 企業エージェント

原価低減モデルに基づく原価見積り，政府調達エージェントの見積りに対する入札・価格

評価・契約および企業の経営結果として年間損益計算一連の調達サイクルを，人工取引とし

て計算機上に展開する．

企業エージェントの意思決定は，実務者の意思決定と経営者の意思決定の 2 段レベルで

成立っている．前者は，競争他社に勝てる入札見積り値を決定する．一方，後者は年間取引

の結果および自社の競争力が最大になるように上位の意思決定をする．この 2 段意思決定

構造を模擬して，前者のミクロな意思決定をニューラルネットで，後者のマクロな意思決定

を遺伝的アルゴリズムで模擬し，ニューラルネットを構成する結合係数を遺伝的アルゴリズ

ムで強化学習させる方式13),15) を採用した．

競合会社は一般に数社であることから，ここでは 4 企業を想定する．以下，各企業エー

ジェントを添字 i（i = 1, · · · , 4）で，取引回数を添字 h（h = 1, · · ·N）で表すこととする．
公開された各企業の「基準原価指標」は，原価低減の進捗状況を示す初期原価 ai で与える

ものとする．

80 ≤ a1 < a2 < a3 < a4 ≤ 100 (3)

実務者の意思決定要素を導入するために，原価低減水準値を数値化した人為変数 2.5×K

（2.5は量子化定数）を導入する．すでに達成された原価低減水準初期値を近似的に (100−ai)

とおいて，これに人為変数を加えて今回の総原価低減水準を式 (4)で計算する．この人為変

数を利用した人工取引のプロセスにおいて，経営者の意思として年間の利益および業界にお

ける自社の競争力等事業環境情報を目的関数として，最大になるように調達行動を進化学習
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させる．この結果から，調達原価および企業の利益を分析することによって，提案手法が有

効であることを評価する．

ニューラルネットの出力をルーレット選択した出力K 値から原価低減努力水準 xih を次

式により計算する．

xih = 2.5 × K + 100 − ai (4)

ここで，K = 0, 1, · · · , Km

xih を式 (2)の xに代入し，計算結果 y を原価低減織り込み済み見積り値 Etcsih として

入札する．

ニューラルネットは入力ユニット数 4 × 出力ユニット数 12 で構成し，入力層と出力層

を結ぶ結合係数（実数）の更新には最適値を学習させるため遺伝的アルゴリズムを適用す

る16)．ニューラルネットの出力は，遺伝子の集合をなす染色体から結合係数に変換して次

式によって計算後，この出力値 ok に比例した面積を有するルーレットにより選択して整数

値 K を得る．

ok = 1

/(
1 + exp

(
− 1

T

3∑
t=0

Wtk × Lt

))
(5)

ここで，Lt（t = 0, 1, 2, 3）はニューラルネットの入力信号を表す．

L0 = −1（バイアス）

L1···3 =企業の識別（順位）を 2進数で表現

Wtk：ニューラルネットの結合係数

T：感度を示すパラメータ（T = 0.03を採用）

ニューラルネットの結合係数は，4 × 12のベクトルで表現し，1ベクトルを 4 bitで構成

し，これを染色体 192 bitsとして表現する．

各エージェントは，原価低減水準初期値が異なるため，非均質なエージェントである．し

たがって，1つの染色体に企業の識別（順位）をすべて組み合わせて循環数の順序で入力し，

結果を適応度として評価する．

なお，式 (4)で示した Km は，式 (5)の計算結果に基づいてルーレット選択して得られ

た値 K の最大値であり，原価低減が最も進んだ企業の原価初期値のとき，原価低減水準が

最大になるように設定した�1．

経営者は個々の取引から生じた利益ではなく，1年間の累積損益で事業を評価する．利益

率を rで表すと，h番目の取引の利益は (Etcsih × r)と表すことができ，年間 N 回の取引

では，i企業の年間利益 Pi は次式で計算できる．

Pi =

N∑
h=1

(Etcsih × r) (6)

Pi に基づいて i企業の適応度 Fiti を次式で定義し，経営者はこの値を最大化するように

意思決定する．

Fiti = (Pi)
5/n (7)

適応度が収束する世代後半において，遺伝淘汰圧低下を改良する方法が提案されている16)．

べき乗スケーリング法を適用して適応度の変化率を大きくするため 5乗を採用した．ここ

で，nは Fiti を一定の値に調整するための調整項としての定数である．

2.3 政府調達エージェント

「基準仮想装置」を製品と仮定して，政府調達エージェントの入札・契約機能をモデル化

する．入札・契約機能は，提出された見積り値から最小値の検出とそれに基づく評価選択か

ら成り立っている．まず，政府調達エージェントは，参加企業 I 社の企業エージェントが

2.2節で計算した見積り値 Etcsih を比較して，原価の一番低いエージェントの見積り値を

選択する．

Etcs0h = Min(Etcsih) (8)

入札判定基準を ACj（j = 1, · · · , jm）で表し，ACj の変化が政府調達システムに与える

影響を分析する．「基準仮想装置」の原価を表す見積り値は，生産性の測定精度および基準

仮想装置と実際の製造工程とのズレによる等測定系に誤差があり，これを入札判定基準 ACj

で表す．次式を満たす企業エージェントの見積り値は測定誤差内であり，見積り値は妥当と

評価してすべて契約する．次式を満たさない企業は不採用とする．

|Etcsih − Etcs0h| ≤ ACj (9)

政府調達エージェントは，入札繰り返しを通じて競争による原価情報が把握できるので，

複数社応札に対しても一定基準を満たす原価の中から best valueを提案する企業を選択す

ることができる．また 1 社だけの応札に対しても競争的原価情報に基づき価格交渉が可能

であるため適正な取引が期待できる．

�1 原価低減水準の最大値は，2.1 節から x = 1/2 × c のときであり，c = 0.0125 と仮定したので，x ≥ 40 であ
る．原価低減が最も進んだ企業の原価初期値を 85 円としたので（4 章シミュレーション初期値参照），式 (4) に
代入して xih > 40 から Km = 11 とした．
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2.4 遺伝的アルゴリズム

染色体はニューラルネットの結合係数 4× 12 = 48個の重みベクトルで構成し，進化が適

用される染色体の集団サイズ�1を H 個として染色体プールに貯蔵する．

I 個の企業エージェントに対応した染色体に対して N 回の入札を繰り返し，式 (7)によ

り適応度を計算し，このプロセスを終了した染色体の数が染色体集団サイズ H になるまで

繰り返す．

遺伝子操作は，染色体プールに対応した適応度の対から，適応度を基にルーレット選択に

より，独立に 2個の親染色体を選択する．このとき一番適応度の高い染色体が必ず残るよう

にエリート保存選択を併用する．この親染色体を基に一点交差（確率 Pc）および突然変異

（確率 Pm）を実施し次世代染色体プールに貯蔵する．次世代染色体数が集団サイズH にな

るまで，このプロセスを繰り返す16)．

3. 共創的原価情報公開モデル

2章で述べた政府調達MASモデルに初期原価の順位情報を入力し，原価低減費用を原価

として認める方式を「基本型モデル」と呼ぶこととする．基本型モデルの拡張として競争

力評価型モデル，原価低減費用の企業負担モデルおよび入札判定基準の段階的統制モデル

の 3モデルを提案する．政府調達エージェントにとっては，調達コストの削減すなわち各企

業エージェントからの見積り値の低減を，また企業にとっては年間利益最大化を評価値とし

て，提案モデルの有効性を考察する．

3.1 競争力評価型モデル

企業は利益最大化のほか，競争力向上も企業活動の重要な要素である．「基準原価指標」

の分布公開情報から，各企業は競合会社の最低原価と自己の原価差から競争力の向上目標を

数値的に把握することが可能である．

h番目の最低原価と見積り値の差は (a1 −Etcsih)と表すことができるので，N 回の取引

の平均値 li は次式で計算できる．

li =
1

N

N∑
h=1

(a1 − Etcsih) (10)

�1 遺伝的アルゴリズムの構成で，染色体の母集団の大きさを表す定数である．一般的には，集団サイズが大きいほ
ど高い計算機負荷，学習が遅い，局所的な解に収束することが少ない等の特性を示す．遺伝の多様性を制御する
シミュレーション上の定数で，定数の決定は現時点では，経験則か予備実験によらざるをえない17)．

企業エージェント iの競争力 Kyosoi を次式で表現する．

Kyosoi = (10 + li)d (11)

ここで，定数 10は競争力を非負とする定数である．また，dは競争力と年間利益の適応度へ

の寄与率を調節する定数である．企業の経営評価要素として競争力を適応度に加えて式 (7)

を次式に拡張する．

Fiti = (Kyosoi + Pi)
5/n (12)

3.2 原価低減費用の企業負担モデル

達成原価は式 (2)で計算され，原価低減には費用が発生する．「基本型モデル」は，政府

調達側が低減に要する費用を負担する方法であったが，式 (2)の原価低減費用 0.0125× x2

を企業側が負担するモデルについて見積り値と年間利益の関係を考察する．

「競争力評価型モデル」に以下の処理を付加する．原価低減費用は，利益の中から支払う

ので企業エージェント iの見積り値は次式で計算できる．

Etcsih = 100 − xih (13)

年間利益 Pi を次式で計算し，結果を式 (12)へ代入して適応度 Fiti を計算する．

Pi =

N∑
h=1

(Etcsih × r − 0.0125 × x2
ih) (14)

3.3 入札判定基準の段階的統制モデル

「基本型モデル」および「競争力評価型モデル」は，時間的に先に原価低減がより進捗し

た企業が有利なモデルとなっている．原価低減が進んだ企業は，式 (4)から初期原価分だけ

有利であり，これは習熟効果先行の優位性に相当する．企業は学習により達成した原価低減

努力水準を次の世代に受継ぎ原価低減をさらに継続することが現実的である．政府調達エー

ジェントは，企業間の競争を維持するため入札判定基準を段階的に厳しく制御し，原価低減

水準に応じて発生する原価低減費用を負担するモデルを考える．「競争力評価型モデル」に

以下の処理を付加する．

段階的に制御された入札判定基準 ACj に対応する i企業の初期原価を aij で表す．原価

低減努力水準 xih は，式 (4)の ai を aij で置き換えて得られる式 (15)で計算される．入札

判定基準 ACj の条件で人工取引によって達成された原価低減努力水準値を平均して，これ

を Avxij で表す．次の段階 ACj+1 のとき，初期原価 ai(j+1) は，前の段階で達成された原

価低減努力水準平均値 Avxij を引き継ぐので，ai(j+1) = Avxij と書くことができるので，

初期原価 aij は漸化式 (16)，(17)により計算できる．
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xih = 2.5 × K + 100 − aij (15)

(0 ≤ K ≤ Km)

aij = Avxi(j−1) (16)

i = 1, 2, 3, 4 j = 1, 2, 3, 4, 5

ここで，初期値は次式で与える．

a11 = 85, a21 = 90, a31 = 95, a41 = 100 (17)

xih を式 (2)の xに代入し，計算結果 y が原価低減を見込んだ見積り値 Etcsih として入

札する．さらに式 (10)における最低原価 a1 は，式 (16)から a1j と書けるので置き換えて，

業界最低原価と当該 i 会社の見積り値の差の平均値 li を計算する．以下，同様に式 (6)～

(12)の計算を繰り返す．

4. シミュレーション結果と考察

原価低減の進捗状況が各企業エージェントによって異なり，初期原価 ai をそれぞれ 85，

90，95および 100円を初期値としてシミュレーションを実施する．競争の激しさを決定付

ける入札判定基準 ACj を 25，20，15，10および 5円（原価 100円を基準に 25～5%に相

当）の 5 段階をパラメータとして，見積り値および年間利益の世代推移を調べる．世代を

100世代単位に分割して 5 段階の入札判定基準を割り付け，利益率 r は 0.05（%にすると

5%），表 1 のパラメータに基づいてシミュレーションを実施した．各ケースは 50試行実施

し，以下の解析結果は，50試行のアンサンブル平均による．

4.1 競争力評価型モデル

シミュレーションの結果，各企業の見積り値原価低減世代推移および年間利益世代推移を

図 3 に示す．図 3 (a)に示す見積り値の 1世代は，入札・契約手続きを N × H/I = 120回

取引した結果の平均値を示す．また図 3 (b)に示す 1世代の年間利益は，1世代H/I 個すな

わち 5年分の取引の平均値に相当する．約 50世代で一定値に収束することが確認される．

表 1 シミュレーション諸元
Table 1 Parameters of simulation.

図 3 (a)，(b)について，入札判定基準に対応する見積り値および年間利益の関係を調べる

ため，初期原価をパラメータとして，世代推移の値がそれぞれ一定値に収束した区間 50～

100世代について平均値を計算し，横軸に入札判定基準値 ACj を，縦軸に見積り値および

年間利益の平均値をそれぞれプロットして相関関係をグラフ化したものを図 4 に示す．比

較のため「基本型モデル」のシミュレーション結果から，上記同様の手続きで作成した見積

り値および年間利益の平均値を図 4 に破線で重ねて表示した．

図 4 (a)から入札判定基準 25～10円の領域では，「基本型モデル」は，ほとんど競争によ

る見積り値低減効果が見られないのに比べて，「競争力評価型モデル」は各企業とも入札判

定基準値に関係なく見積り値の低減を自主的に実施し情報公開による効果を示している．入

札判定基準値 10円以下の領域では，両モデルとも入札判定基準値が小さくなるに従い，各

企業の見積り値は，原価低減努力が一番進んだ企業（初期原価 85円）に近付き，見積り値

の差の幅が減少することが観察される．

一方，図 4 (b)に示す年間利益と入札判定基準値の関係から，「基本型モデル」および「競

争力評価型モデル」の間には，差異が認められない．入札判定基準値 25～10円の領域では，

各企業の見積り値約 90から 83円に対して 90円 (83円) × 5% × 24回取引 = 108円～100

円の年間利益を確保している．

入札判定基準値 10円以下の領域では，初期原価 100円の一番原価低減の遅れた企業は，

原価低減が他 3 社に追従できず，年間利益面で脱落の可能性もありうることを示唆してい

る．上位 3社の間では過当競争になり，原価低減の最も進んだ企業と伯仲した企業間では確

率により支配される．

以上の結果から，企業適応行動は次のように考察される．「基準原価指標」の分布情報公

開は，10円以下の過当競争領域を除いて，入札判定基準値に依存することなく，コストに

関する業界での位置関係から競争力を認識して競争市場を形成し，調達全体価格を低減す

る行動をとるようになる．政府調達者にとって好ましい結果となるにもかかわらず，企業に

とっても所定の年間利益を確保することができる．必要以上に厳しい入札判定基準値の設定

（ここでは 10円以下）は，企業間の過当競争を招き，最終的に 1社独占となり適正な価格

競争が失われる怖れがある．

4.2 原価低減費用の企業負担モデル

シミュレーションの結果，各企業の見積り値原価低減世代推移および年間利益世代推移か

ら，4.1節と同様の手続きで作成した見積り値および年間利益の平均値をそれぞれグラフ化

して図 5 に示す．比較のため「競争力評価型モデル」のシミュレーション結果を図 5 に破
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図 3 競争力評価モデル世代推移
Fig. 3 Generational transition of (a) Estimated costs and (b) Annual profits for the competitiveness evaluation model.

図 4 競争力評価モデル
Fig. 4 Simulation results for the competitiveness evaluation model: (a) Estimated cost vs. bid decision criterion; (b) Annual profit vs. bid decision criterion.

線で重ねて表示した．

図 5 (a)から原価低減費用を調達者が補償する「競争力評価型モデル」に比較して，「原

価低減費用の企業負担モデル」では，原価低減の一番進んだ初期原価 85円の企業を除いて

見積り値はいずれの企業も高いままで原価低減努力が認められない．これは原価低減努力を

した企業ほど費用負担が大きくなり利益を圧迫し，競争による原価低減の誘因を抑制するも

のと考えられる．
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図 5 原価低減費用の企業負担モデル
Fig. 5 Simulation results for the model companies bear cost reduction expenses: (a) Estimated cost vs. bid decision criterion; (b) Annual

profit vs. bid decision criterion.

したがって，原価低減より見積り値を下げないことが年間利益を最大化することになり，

入札判定基準値 10円以下の過当競争領域以外見積り値が下がらない．図 5 (b)から，入札

判定基準値全域にわたって「競争力評価型モデル」に比べて年間利益は低い．原価低減の遅

れている企業が，原価低減の進んでいる企業に比べて年間利益が高く，努力しない企業が優

位である逆転現象を示している．原価低減に要する費用以上の利益を確保するためには，見

積り値をできるだけ高くかつ，原価低減費用を低く抑える戦術が有効であることを示して

いる．また，企業にとって利益から原価低減費用を捻出するモデルは，過当競争領域の拡大

と，それにともなう利益薄の魅力のない市場を形成し，市場から退出の怖れすらある．

以上の結果から，政府調達側による原価低減費用の補償は，企業側の原価低減への誘因と

なり，企業間のコスト競争を醸成する．企業への費用転嫁は原価低減への意欲を減殺し見積

り値の高騰を招き，さらに「基準原価指標」の分布情報公開による競争効果を失わせること

になる．

4.3 入札判定基準の段階的統制モデル

シミュレーションを実施した結果から，4.1節で示した図 4 と同様の手順で作成した見積

り値および年間利益をグラフ化して図 6 に示す．比較のため 4.1節の「競争力評価型モデ

ル」の結果を図 6 に破線で重ねて表示した．

図 6 (a)から各企業の見積り値は，「競争力評価型モデル」と比較して入札判定基準値の

低下に対応して各企業とも大幅に原価低減が進むことを示している．「入札判定基準の段階

的統制モデル」では，各企業の見積り値は原価低減の一番進んだ企業かつ原価低減の最小

値 80円に収束することが観察される．また，図 6 (b)から各企業の年間利益は，原価 80円

に対する利益率 5%を 24回取引するので合計 80 × 0.05 × 24 = 96円に収束し，調達原価

すなわち見積り値最小かつ企業にとって年間利益率最大が達成される．「競争力評価型モデ

ル」に比較して入札判定基準値 10円以下の過当競争領域でも過当競争に陥らないことを示

している．これは原価低減費用を政府調達側が補償し，かつ段階的に入札判定基準を制御す

ることにより，原価低減の遅れた企業に努力する時間的猶予を与えることになり，ハンディ

キャップを解消して競争市場を維持し，原価低減を誘導する効果があるものと考えられる．

4.4 各モデルの比較

政府調達の制度設計として 4種類のモデルを提案したが，政府調達者にとっては，調達コ

ストの削減すなわち各企業エージェントからの見積り値の低減を，また企業にとっては年間

利益の最大化を指標としてこれらのモデルの有効性を評価する．

比較を容易にするため，図 4 (a)，(b)から各入札判定基準値に対応する各企業の見積り値

および年間利益結果を平均して，平均見積り値と平均年間利益の関係を求め横軸に平均見積
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図 6 入札判定基準の段階的統制モデル
Fig. 6 Simulation results for the gradually controlled bid criterion model: (a) Estimated cost vs. bid decision criterion; (b) Annual profit vs. bid decision criterion.

図 7 平均見積り値と平均年間利益の相関図
Fig. 7 Correlation between average annual profits and average estimated costs for the four models.

り値を，縦軸に平均年間利益をプロットして相関関係を図 7 に示す．図 5 および図 6 につ

いても同様に平均見積り値と平均年間利益の相関関係を求めて図 7 にあわせて示す．

政府調達者および企業双方にとって最も望ましいモデルは，平均見積り値が小さくかつ平

均年間利益が大きいポジションである．図 7 から左上隅に位置するモデルは，「入札判定基

準の段階的統制モデル」>「競争力評価型モデル」>「基本型モデル」>「原価低減費用の

企業負担モデル」の順に優れていることが理解できる．

政府調達システムが健全であるとは，best valueの製品を適正なコストで入手することと

するならば，可能な限り原価低減活動に対する誘因を喚起し，チキンレースを防止するシス

テムであることが必要である．

「基準原価指標」が公開されていることおよび近似的に無限繰り返しゲームであることを

考えあわせて，このシミュレーションが示すように，「入札判定基準の段階的統制モデル」

は，チキンレースには至らない．本論文で提案した「基準原価指標分布の公開」によるコス

ト競争モデルは課題解決の有力候補の 1つと考えられる．

5. お わ り に

競争市場形成には，情報の非対称性を解消して，コストの標準化・透明化・公開化の実現

が絶対条件であるといわれている．競争市場形成の重要性が指摘されていながら実現困難な

分野として，防衛関連装置，航空管制装置および宇宙関連装置等の多品種開発少量生産にお

ける政府調達の分野がある．本論文では，このような分野を対象として，企業間共通仕様の

「基準仮想装置」を導入して，その原価情報を指標としてその分布を公開することによって
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競争を醸成し，数値的競争関係の提示，時系列段階的入札判定基準の制御および低減に要

する費用の政府補償の有効性をマルチエージェントベース手法に基づいて分析した．シミュ

レーションの結果，調達価格の低減および企業にとっても適正な年間利益が確保され健全な

取引が形成される取引過程を解明することができ，この分野における政府調達制度設計に貢

献できる可能性を示した．なお，単発開発品および汎用量販品で構成されたシステムについ

ては適用が困難であり別途検討が必要である．今後，実際の製造工程に適合した最適な「基

準仮想装置」モデルの分析および設計条件の検討が研究課題である．
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